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1.地域づくりと地域経済
地域づくりの目的

・地域に根ざした生活・文化を守る

・地域資源を大切に。後世に伝えたい。

・安心・安全な「生活」（経済活動はそのためのもの）を維持した
い（発展・成長ではなく）。

そのために「域際収支」の向上と

「地域内経済循環」の再構築を目指す。

地域産業の創設・振興と雇用の確保



地域経済循環を拡大するためには？
（内発的、完全雇用、産業連関）

①移入代替（地域内自給率の向上）お土産品

②移出代替（域内加工・移出率の向上）原料

③移出財再移入の防止（地産地消）商店

④地場産業の再検討（コア産業の発見）農業

原料生産では付加価値を域内に担保できない！！
域内における加工・製造工程（商品化）の必要性！！



①移入代替

• 他地域から移入している財で、地域の資源を活用し
て生産できるものは域内生産に切り換えていく。外
から入ってくるものを域内産に変えていく

• 域内自給率の向上

• 福島県の土産品が他県で作られている

• 生産・流通マージンは域外へ流出

• 観光客は「福島（会津など）」ブランドだから購入して
いる！



②移出代替

• 素材のまま移出している財は、可能な限り加工度を
高めてから移出する。

• 原料を生産し、他県へ移出。高付加価値製造過程
は他県で行なわれ、最終商品を再度移入し、販売。
生産マージンと小売マージンのみ域内に蓄積。

• 原料のみならず、生産過程も内部化することで付加
価値を域内に保持。

• 県産大豆と納豆消費



③移出財再移入の防止

• 会津で味噌、酒を製造し他県へ販売。

• しかし、他県から同一品目を購入

• 地産地消の反対

• Ex：北海道のウニ、アワビ

• 地元の商品を使用する。地産地消率の向上

• Ｅｘ：北海道：

コメチェン、サケチェンキャンペーン

地産地消：札幌ラーメン、喜多方ラーメン



④地場産業の再検討
• コア産業の発見

• 地域資源、会津の冠に相応しい産業とは？

• 農業？伝統工芸？

• 外に逃げない産業

• 地域に埋め込まれた産業＝地域産業

• イタリア：皮産業、被服、スローフードと食品
産業



地域内産業連関

• 「前方連関効果」域内で米粉の製粉を行なうとそれ
を中間投入するパン屋、麺屋が拡大する

• 「後方連関効果」とは、川下にある産業の生産規模
が拡大すると、そこで中間投入物として用いられて
いる生産物を生産する産業の経済活動に外部効果
を与えるという派生需要効果である。米粉の製造が
増えると米粉用の新規需要米の生産・作付けが増
加する（転作の本作化）。



地域内経済循環の高度化

川上 川中 川下
後方連関効果 前方連関効果

加工用米 米粉 米粉パン
農家 ＪＡ・関連産業 地域住民
生産 加工工程の内部化 消費

金 金

地域住民の食のために生産する 地域農業を守るために食べる・買い支える
地消地産 地産地消

生産者にとって移出代替 消費者にとって移入代替
６次産業化

①移入代替（他地域から移入している財で、地域の資源を活用して生産できるものは域内生産に切り換えていく）
②移出代替（素材のまま移出している財は、可能な限り加工度を高めてから移出する）

農産物 食料品



地域産業の振興

地域資源の活用
内発的産業振興

地域企業・起業 6次産業化

地産地消
農商工連携

観光クラスター
域際収支の向上
域内雇用の確保

図2　地域づくりの課題と農商工連携の位置

地 域 づ く り の 課 題

人口扶養力

内発的発展

域内経済循環
地域内再投資力

これらをマネジメントする主体＝地縁型共同体（自治村落）から
目的型（機能型）共同体へ
さらに、地縁型共同体＋目的型共同体という重層的な関係へ（交
流、ネットワーク）



今村奈良臣氏が提唱した
農業の6次産業化

• 付加価値の大部分を卸売・小売業や情報サ
ービス企業に取り込まれていたのであるが、
それらを農業の分野に可能なかぎり取り戻そ
う

• 6次産業化の主体は1次産業＝農業部門であ
り、農業が立地する地域に付加価値部分を
保持することが目的
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資料：総務省他9府省庁「平成17年産業連関表」を基に農林水産省で試算。
   注：1)食用農水産物には、特用林産物(きのこ類)を含む。
   注：2)旅館･ホテル、病院等での食事は｢外食」に計上するのではなく、使用された食材費を最終消費額として、
           それぞれ「生鮮品等」及び「加工品」に計上している。
   注：3)＊は精穀(精米･精麦等)、と畜(各種肉類)及び冷凍魚介類。これらは加工度が低いため、最終消費においては
           「生鮮品等」として取り扱っている。
   注：4) 　　内は、各々の流通段階で発生する流通経費(商業経費及び運賃)である。
   注：5) 　　は食用農水産物の輸入、 　は一次加工品の輸入、 　 は最終製品の輸入を表している。
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2． ６次産業化と農商工連携
農商工連携といった場合、何を想定するか。

①外食産業のサイゼリアによる野菜農場、カット・パッ
ケージ配送システム

②モスバーガーやびっくりドンキーにおける直営農場
と加工工程

③居酒屋チェーン・ワタミの直営農場と契約生産シス
テム

• イオン 牛久市 直営農場
• モスバーガー 静岡
• サイゼリア 白川 直営・契約農場
• びっくりドンキー 北海道
• ワタミ 千葉農場



Ａ地産地消の推進の結果生じた
６次産業化

Ｂインテグレート形態の農商工連携

Ａ　6次産業化（農を中心とした農商工連携） Ｂ　商を中心とした農商工連携
農村における商と工の内部化 川下からのインテグレート（統合化）

①特産品の加工 移出向け 移出代替 ①「国産」など商品の訴求力の向上
土産品など 国内市場への調達行動のシフト

②日常品の加工 域内流通 移入代替 ②安定的な供給システム
味噌・醤油など 契約栽培・直営農場

目的： 目的：
1）移入代替（地域内自給率の向上） 1）フードシステムにおける統合化戦略
2）移出代替（域内加工・移出率の向上） 2）垂直的関係の再編
3）移出財再移入の防止（地産地消） 3）経済主体の統御



Ａ農村における商と工の内部化

• これまで原料生産のみを行なってきた生産地
が、①特産品の加工を行ない、付加価値生
産を始めたケース。

• 例えば、馬路村のゆず加工、米粉製品。

• これらは移出向けの財であり、原料から付加
価値商品へと移出財を代替することで、域際
収支を向上させようとする取り組み。

• 特産品、土産品などに見られる取り組みであ
る。



②日常品の加工（地消地産）

• 移入財を域内生産に代替していく取り組み

• 地域外から購入してくる財を地域内で生産可
能なものはできるだけ地域内の生産に切り替
える取り組み

• ふくしま大豆の会

• 味噌・醤油や域内流通向けの地酒など、日常
品が対象となる。

• 域内消費向けの直売所なども同様の枠組み
であり、そこで扱われる加工品（域内加工、例
えば農協の製造品）など



Ｂの川下からのインテグレート（統合化）

• フードシステムにおける課題である統合化戦
略、垂直的関係の再編、経済主体の統御が
目指される

• その結果、食の安全性の問題などから、

• ①「国産」など商品の訴求力の向上のため、
外食産業や食品企業は国内市場への調達
行動をシフトすることとなる。

• ②安定的な供給システムを担保するため、契
約栽培・直営農場化を志向する。



最終商品

小売マージン

包装
流通マージン

加工 契約工場

生産マージン
１次加工

原価 原料生産 契約農場Ａ

農村企業

６次産業ビジネス

直営農場

サイゼリア

契約農場Ｂ



単なる連携から６次産業化へ

• 6次産業化と農商工連携の違い

（域内に付加価値を保持できるか）

• 移出向け商品と日常品の違い

（東京の百貨店向けの商品化は可能か）

• 少数の優良・先進地域と多くの普通の地域で
の6次産業化の取り組み

• 地消地産、その土地のライフスタイルに裏付
けされた食生活とそれに対応した6次産業化



3.地産地消と地消地産

• 地産地消や農商工連携の取り組みが盛んに行なわ
れていますが、一部の成功事例を除くとある段階か
ら停滞するケース多いのが実情。

• それは地域で既に生産されているものをただ集荷し
販売するというプロダクトアウトの地産地消であり、
川下の商にフードシステム上統合される農商工連
携に留まっている。

• これから必要なのは地域の食生活も含むライフスタ
イル提案型の地消地産であり、地域内に加工工程
や販売部門も内包化していく６次産業化の発想。



地産地消の発展段階
①プロダクトアウト

既存のあるものを集荷し販売する

②マーケットイン（消費者ニーズ）

「消費者」ニーズ（マーケティング）に合わせて
生産計画・品揃え、 店舗営業時間、マーチ
ャンダイジング（商品計画）

③クリエイティブアウト（創造開発）

生活者のライフスタイル（食生活）を提案



ライフスタイル提案型の
地消地産運動

• 小山ゼミでは、福大まちづくり株式会社マルシェ・Ｆ
をゼミ生と共に設立し、福島県産の在庫米を米粉に
加工し、シフォンケーキとして販売する取り組みを実
施。

• また、福島市の街なか広場で朝市・青空市を開催し
ます。これは「ふくしまstyle」という「地消地産」の新
たなライフスタイルを提案する試みであり、マルシェ
・Ｆの事業理念の具現化。

• ＥＸ：ふくしま大豆の会、初期の生協運動、生活クラ
ブ







4.地域内経済循環と
６次産業化・地消地産

• 事業仕分けで廃止となったマルシェジャポン

• 2009年度より農林水産省の新事業として、
「仮設型直売システム普及事業」通称マル
シェ・ジャポン・プロジェクト

• パリ市やニューヨーク市など大都市において
行なわれているマルシェ（marché、青空市、
朝市）を日本の都市部において設立し、新た
な農産物の流通形態を創設することを目的



2つのマルシェ

• 日本

全国事業者は株式会社ぐるなび、 マルシェ運
営者も株式会社 TBSテレビ（東京）、森ビル
株式会社（東京）

• フランス・ドイツ

運営主体は、公益的な性格を有するマルクトの
運営委員会であり、出店者（農家、農産物加
工業者、小売業者など）を選定し、「市（い
ち）」全体を運営





ドイツのマルクト

（i）インフォメーションセンター
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教会 塔・泉 教会

公園
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バルトキルヒにおけるマルクトの俯瞰図
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16パン屋 17飾り物
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